
３．環境汚染に対する取組強化 
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福島第一原発専用港湾内への汚染水漏洩による影響について 

● ２０１３年５月、１、２号機取水口間護岸地下水から高濃度のトリチウムが検出されたことを受け、東京電力が当該護岸に滞留
する地下汚染水の調査を実施。２０１３年７月末、当該護岸から汚染水が港湾へ流出していることを確認。 

● 港湾内の海水からは放射性物質が若干検出されるものの、外側の海水ではほとんどが検出限界未満であり、影響は限定的。 

● 東京電力は、２０１３年２月以降、港湾口に魚類移動防止用網を設置するとともに、港湾内に生息する魚類等の駆除を実施中
（参考：東京電力HP）。 
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● 福島第一原発の港湾に、魚類の移動防止策及び捕獲対策を講じている。 
● 港湾口には、底差し網(Bottom Gillnet)及びブロックフェンス(Wire Fence)を設置し、堤防内側には仕切り網
（Screen)等を設置している。 
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福島原発の港湾における魚類の移動防止策 

出典：（株）東京電力 

福島第一原子力発電所港湾魚類対策（実施状況） 

②-１ ①-3 

②-２ 
②-１ 

②-２ 

© GeoEye/日本スペースイメージング 
（メガフロート係留場所、シルトフェンス等を加工処理） 

5/6号機開渠被覆 
（H24.7完了） 

1～4号機開渠被覆 
（H24.5完了） 

①-１ 

②-1 

シルトフェンス 

①-４ 

②-１ 

②-１ 
②-２ 

②-２ 

①-3 

①-3 

②-２ 

現在実施している対策 

 ①-２ 

①-４ 

②：魚類捕獲  ②-１：カゴ漁           , ②-２：港湾内底刺し網     

①：魚類移動防止  ①－１：港湾口底刺し網設置、  ①－２：港湾口ブロックフェンス設置、 

                ①－３ ：堤防内側仕切り網設置, ①－４：物揚場ｼﾙﾄﾌｪﾝｽ/底刺し網設置など  



大気中の放射線モニタリング 
 

● 福島原発近郊の都市を除き、日本各地の大気中の放射線量は、海外の主要都市とほぼ同じレベル。 

 

-25- 出典：日本政府観光局（JNTO）の公表資料を基に農林水産省が作成 



４．日本から各国への輸入規制緩和の働きかけ 
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日本から諸外国等への輸入規制緩和の働きかけ 

 

 諸外国等に対し、我が国の措置や検査結果のデータの情報提供等を実施。 
 
 
 
 

● 諸外国等に対する働きかけ 

● 首脳会議や国際会議等の場を活用し、科学的根拠に基づく対応等を要請 
● 在外公館や在京大使館を通じて、我が国で行っている検査の状況やデータ等の情報提供 
● 農林水産省の大臣をはじめ、副大臣、政務官や事務方幹部を主要国に派遣して直接働きかけ 

 国内における食品の安全性確保の取組及び日本産 
食品の魅力についての情報発信           
 
● 新聞・TV等のメディアの活用 
   
● 消費者向けイベントを活用 
                                 

● 国外における風評被害の払拭・   

   輸出回復に向けた対応（情報発信） 

● 諸外国等の輸入規制情報の提供 

 

● 諸外国等の輸入規制等に関する相談窓口の設定 

 

● 諸外国等から要求される証明書を、国が一元的に 

   発行 

                            

● 諸外国等の輸入規制への対応 

   （国内輸出事業者への支援含む） 
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●原発事故に伴い諸外国・地域において講じられた輸入規制は、政府一体となった働きかけの結 

  果、規制が緩和・撤廃される動き。 

原発事故による諸外国の食品等の輸入規制撤廃・緩和の概要 

【規制措置が撤廃された国】 【最近の輸入規制緩和の例】 
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解除された年月 国名 

2011年6月 カナダ 

〃 ミャンマー 

2011年7月 セルビア 

2011年9月 チリ 

2012年1月 メキシコ 

2012年4月 ペルー 

2012年6月 ギニア 

2012年7月 ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 

2012年8月 コロンビア 

2013年3月 マレーシア 

2013年4月 エクアドル 

2013年9月 ベトナム 

2014年1月 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 

2015年5月 
タイ 
※一部の野生動物を
除く 

緩和された年月 国名 緩和の主な内容 

2013年 4月 シンガポール  輸入停止（８都県）→検査証明書添付で輸入可能（７都県） 

〃 ロシア  輸入停止（６都県）→検査証明書添付で輸入可能（６都県） 

2013年 6月 EU  検査証明書の対象品目が縮小 

2013年10月 ブルネイ  輸入停止（８都県）→検査証明書添付で輸入可能（７都県） 

2014年 4月 EU  検査証明書の対象地域及び対象品目が縮小 

2014年 5月 イスラエル  輸入時モニタリング検査の対象県が縮小 （４７都道府県→８県） 

2014年 7月 シンガポール 
 輸入停止（福島県）→産地証明書添付で輸入可能（福島県の一部除く） 
 検査証明書の対象地域及び対象品目が縮小（８都県→３県） 

2014年11月 サウジアラビア  検査証明書等添付で輸入可能（４７都道府県） 

2014年12月 バーレーン  検査報告書（４７都道府県）→輸出実績証明書で輸入可能 

〃 米国  検査報告書（３県）の対象品目が縮小 

〃 オマーン   検査報告書（４７都道府県）→輸出実績証明書で輸入可能 

2015年2月 ブルネイ 
 輸入停止（福島県）→検査証明書添付で輸入可能（一部品目を除く） 

 検査証明書（福島県以外）→産地証明書（福島県以外） 

2015年3月 米国 
  輸入停止（福島県他３県）→解除（一部の品目、証明書添付不要） 

  検査報告書（３県）の対象品目が縮小 

2015年4月 米国   輸入停止（福島県他２県）→解除（一部の品目、証明書添付不要） 

2015年5月 米国   輸入停止（福島県）→解除（一部の品目、証明書添付不要） 



Columbia 
（August, 2012） Guinea 

（June, 2012） 
Malaysia 
（March, 2013） 

Ecuador 
（April, 2013） 

Vietnam 
（September, 2013） 

Myanmar 
（June, 2011） 

New Zealand 
（July, 2012） 

Mexico 
（January, 2012） 

Peru 
（April, 2012） 

Canada 
（June, 2011 ） 

Chile 
（September, 2011） 

Serbia 
（July, 2011） 

Australia 
（January, 2014） 

EU 
（ April, 2014） 

Bahrain 
（December, 2014) 

Saudi Arabia 
（November , 2014） 

Thailand 
（May, 2015） 

Israel 
（May, 2014） 

Singapore 
（ July,2014） 

Oman 
（December, 2014) 

U.S.A 
（March, 2015) 

Brunei 
（February, 2015) 
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● ２０１５年５月現在、１４カ国（緑色）が輸入規制を撤廃。 

● また、８カ国・地域（黄色：ＥＵ、イスラエル、シンガポール、サウジアラビア、バーレーン、オマーン、ブルネイ、
米国）は、過去１年間に輸入規制を緩和。 

輸入規制を解除した１４カ国 



ＥＵの食品等の輸入規制 

● ２０１４年４月、規制緩和を実施し、検査証明書の対象地域・品目が大幅に縮小。 

● 福島県以外の茶については、産地証明書要求を撤廃（福島県産には検査証明書を要求）。 

● ＥＵ通関時のモニタリング検査要件の緩和。  
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シンガポールの食品等の輸入規制 
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● ２０１４年６月、シンガポールは規制緩和を実施し、福島県産品は、一部地域・品目を除き、輸入停止を解除 

  （福島県全域の林産物及び水産物、原発周辺１０市町村の全食品については、輸入停止を継続。）  

● また、検査証明書要求対象を３県（茨城、栃木、群馬）の林産物及び水産物へ縮小。 
   

政府機関発行の都道府県ごとの産地証明又は商工御会議所作成の都道府県ごとの産地を記載したサイン証明を要求 



韓国の食品等の輸入規制 
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● 韓国は、日本における出荷制限品目を輸入停止。 
● ２０１３年９月、韓国は、８県（福島、宮城、岩手、栃木、群馬、千葉、岩手、青森）の全ての水産物を輸入停止。  
  我が国は、当該輸入停止措置の撤回を申し入れているところ。 
● ２０１５年５月、日本政府は韓国に対し、WTO紛争解決了解に基づく二国間協議を要請。 



台湾の食品等の輸入規制 
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● 台湾は、２０１１年３月より、５県（福島、茨城、栃木、群馬、千葉）の全食品を輸入停止（酒類を除く）。その他４
２都道府県産は全ロット検査又はサンプル検査を実施。 

● 台湾は、２０１５年５月１５日より、一方的に規制を強化し、輸入停止５県以外の４２都道府県の品目に対し、産
地証明及び検査報告書を要求。我が国は、強く撤廃を申し入れているところ。 



香港の食品等の輸入規制 

● 香港は、５県（福島、茨城、栃木、群馬、千葉）の野菜、果実、牛乳・乳製品を輸入停止。 
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米国の食品等の輸入規制 

● 日本国内で、出荷制限措置を講じた品目は市場に流通することなく、まして海外へ輸出されることはない。 

● 米国は、制度的に日本の出荷制限品目を輸入停止としており、日本が出荷制限を解除した品目は、米国も輸
入停止を解除するシステムである。 
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中国の食品等の輸入規制 
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● １０都県の全食品を輸入停止。 

● １０都県以外の生鮮食品等の輸入に放射性物質検査証明書を要求しているが、水産物を除き、当該証明書
様式が合意されておらず、ほとんどの生鮮食品等は輸出できない状況。 


